



















































































































地方自治体 （ 都道府県･市長村 ）
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だ」は、いずれも「癒し」の訴求を意図したものではなかったという (松井 2013)。 
７）『現代用語の基礎知識』を発行する出版社。 
８）岩波書店の『広辞苑』において、第 5 版（1998 年出版）の「癒す」と第 6 版（2008 
年出版）の「癒し系」の意味を比較すると、病気や怪我、心の悩みといった相対的によ
り深刻な問題から、「心を和ませる」といったより日常的な領域における言葉へと変化し
ている(松井 2013, pp.6-7)。 
９）Bourdieu や Giddens について言及されている。 
１０）松井(2013)は、Rogers の普及理論、Simmel のトリクルダウン理論等、消費者間の 
 相互作用によって流行やブームを捉えようとする議論の限界を指摘している(pp.46-48)。 
１１）「日経テレコン２１」において『日本経済新聞･朝夕刊』の記事全文が検索可能とな 











間にばらつきがあるため除外した。『日経ＭＪ（流通新聞）』は、1985 年 10 月以降が全 
文検索可能となるため、1986 年 1 月 1 日以降の記事を検索対象に加えている。 
１５）『日経産業新聞』(1982)「国分、地域ブランド缶詰好調――地元の味を支店で開発、 
 東京では高級品戦略」3 月 22 日, p.11． 
１６）『日経産業新聞』(1983)「即席めん各社、地域ブランド投入、“第２次九州戦争”展開」 
8 月 10 日, p.15．  
１７）『日経産業新聞』(1985)「優勝便乗“ぬれ手でアワ”、タイガース記念ビール――アサ 
ヒ、発売は『その日』待ち」10 月 3 日, p.18． 
１８）『日本経済新聞』(1982)「国土庁、地域産業活性化へ提言――海外の知恵生かせ」7 月 
26 日朝刊, p.3． 
１９）『日本経済新聞』(1986)「地方の産業構造転換、円高不況の３０地域、通産省指定へ 
――『サービス』など核に」8 月 10 日朝刊, p.1． 
２０）『日本経済新聞』(1989)「農水省、自治省（霞が関）」12 月 4 日朝刊, p.27． 
２１）『日本経済新聞』(1990)「農水省、建設省（霞が関）」1 月 29 日朝刊, p.27． 
２２）『日本経済新聞』(1989)「農業白書の要旨」4 月 11 日夕刊, p.2． 
２３）『日経流通新聞』(1991)「ホクレンの消費地戦略、全農乗り越え本州進攻――きらら 
 人気」3 月 12 日, p.1． 
２４）『日経流通新聞』(1991)「全国農業構造改善協会編、農産品の地域ブランド化戦略― 
 ―無名商品（ライブラリー）」1 月 26 日, p.11． 
２５）『日本経済新聞』(1993)「特集――『元気です！』地域ブランド、湘南、若者向け中 
 心に続々」5 月 4 日朝刊, p.15． 
２６）『日経産業新聞』(1995)「地域限定製品相次ぎ登場、“おらが国のビール”で勝負―― 
新製品開発難航映す？」3 月 3 日, p.19． 
２７）『日経産業新聞』(1983)「多角化に活路（３）築地問屋６００社・地域ブランド―― 
 懐石風おせちでスタート」1 月 7 日, p.13; 『日経流通新聞』(1992)「着実に地域おこし、 
自然テーマに競う――神奈川県湘南地域、湘南ブランド売り込め」1 月 1 日, p.10． 
２８）『日本経済新聞』(2002)「雪印食品、輸入牛肉国産と偽る、買い取り処分申請――狂 
 牛病対策を悪用」1 月 23 日夕刊, p.1． 
２９）『日本経済新聞』(2002)「韓国カキ、『宮城県産』に、仲買業者が偽装し出荷」5 月 8 
日夕刊, p.16． 
３０）『日本経済新聞』(2002)「日本ハム牛肉偽装疑惑、消費者『もううんざり』、募る『食』 
への不信感」8 月 7 日夕刊, p.15． 
３１）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2001)「焼きそばの町、麺子かけ対決」10 月 25 日, p.24． 
３２）『日本経済新聞』(2002)「短時間で安く手軽に、讃岐うどんブーム沸騰中――セルフ 






酎ブーム（リサーチ）」3 月 9 日, p.17． 
３４）『日本経済新聞』(2003)「特集――地域ブランドで活性化、農産物、特産品、観光…、 
自治体、独自色競う」12 月 18 日朝刊, p.29． 
３５）『日本経済新聞』(2002)「電通総研研究主幹四元正弘氏――地域ブランドの構築を、 
競争勝ち抜くのに必須（時論）」6 月 15 日朝刊, p.28．; 『日経ＭＪ（流通新聞）』(2003)
「東北の食品・観光産業、地域ブランド育成を――政策投資銀リポート」5 月 15 日, p.13． 
３６）『日経産業新聞』(2002)「地域ブランドの構築プログラム、電通が作成」12 月 20 日,  
p.3; 『日経産業新聞』(2003)「博報堂、ご当地ブランド、ネットでアピール、全国発信へ
支援」3 月 4 日, p.2． 
３７）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2002)「経営者１００人アンケート２００２、不安解消浮沈 
のカギに――２００２年私の予言」1 月 1 日, p.12． 
３８）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2003)「家庭用の塩――うまさの結晶、素材引き立て、個性 
派続々登場（ＭＪカウントダウン）」5 月 17 日, p.12． 
３９）『日本経済新聞』(2004)「海の幸三陸ブランド発進、岩手・宮城の産地復権めざす― 
―ワカメ、カツオ、カキ」3 月 12 日夕刊, p.5． 
４０）『日本経済新聞』(2004)「自治体の『中国進出』続々――特産品輸出、企業・観光客 
 も誘致、事務所３５ヵ所」6 月 4 日夕刊, p.1． 
４１）『日経産業新聞』(2004)「中小景気回復は本物か（下）連携促進、官民が橋渡し」5 月 
11 日, p.3．; 『日経ＭＪ（流通新聞）』(2004)「中小企業庁、地方特産品の海外発信支援、
宇治茶など３１件」6 月 17 日, p.2． 
４２）『日本経済新聞』(2004)「小説モデルに街づくり、地域再生計画第一弾２１４件―― 
 政府きょう内定」6 月 15 日朝刊, p.5． 
４３）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2004)「経産省、地域ブランド確立支援、講演会や助言者派 
遣」10 月 29 日, p.4． 
４４）『日本経済新聞』(2004)「松阪牛・信州そば、地域ブランド保護強化、政府知財本部 
 が推進計画、商標登録可能に」5 月 28 日朝刊, p.7．  
４５）『日本経済新聞』(2005)「自治体のアンテナ店なぜ増える？――市町村合併が拍車（エ 
コノ探偵団）」5 月 8 日朝刊, p.27． 
４６）『日本経済新聞』(2005)「地域ブランド保護策強化、博多人形・南部鉄器…――特許 
 庁方針、商標登録容易に」2 月 4 日朝刊, p.5; 『日経ＭＪ（流通新聞）』(2005)「ご当地ブ
ランド保護――商標法改正、全国的でなくても登録可」2 月 23 日, p.4．; 『日本経済新
聞』(2005)「商標登録――境目めぐり攻防（スクープ）終」3 月 28 日朝刊, p.19． 
４７）『日本経済新聞』(2005)「商標登録――境目めぐり攻防（スクープ）終」3 月 28 日朝 
刊, p.19． 
４８）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2006)「水産物、商標登録、準備進む――丹後のぐじ、泉ダ 




－ 204 － 
 
 地この逸品）」2 月 27 日, p.26．なお 2019 年 12 月 27 日現在、茨城県のアンコウは地域
団体商標として登録されていない（特許庁発表）。 
５０）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2006)「あすから変わる主な制度」3 月 31 日, p.4． 
５１）『日本経済新聞』(2006)「『地域ブランド』争奪戦、申請１ヵ月で３６６件――京都３ 
割、競合も」5 月 2 日朝刊, p.3． 
５２）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2006)「『下関ブランド』始動、加工食品・酒類など市認定」 
5 月 29 日, p.14． 
５３）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2006)「地域ブランド出願４６５件、今月１５日時点、７割 
食品、京都が最多」6 月 26 日, p.5． 
５４）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2006)「特許庁、地域ブランド、審査迅速化へ専従部署―― 
予想超す出願に対応」7 月 5 日, p.4． 
５５）『日本経済新聞』(2006)「出願相次ぐ『地域ブランド』――生き残りに個性不可欠、 
『本物』目指す努力を」5 月 15 日朝刊, p.29． 
５６）『日本経済新聞』(2006)「地域ブランド５２件が商標に」10 月 28 日朝刊, p.3．なお 
2019 年 12 月 27 日現在で 673 件が地域団体商標として登録されている（特許庁発表）。 
５７）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2008)「ブランドを育てる――岩手県奥州市、『江刺りんご』 
（食材最前鮮）」9 月 8 日, p.18． 
５８）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2009)「この人あの組織――静岡市、由比町桜海老商工業協 
同組合（食材最前鮮）」（食材最前鮮）」2 月 2 日, p.14． 
５９）『日本経済新聞』(2008)「台湾育ち愛知・一色に『里帰り』――ウナギ誤表示揺れる 
 産地（フォローアップ）」6 月 23 日朝刊, p.43． 
６０）『日本経済新聞』(2007)「地域商標、『実力』は西高東低、独自の技術、伝統を生かせ 
（グローカルＶｉｅｗ）」3 月 5 日朝刊, p.32． 
６１）『日本経済新聞』(2007)「Ｂ級グルメの祭典、静岡で開催――箱物不要のまちおこし、 
第２回、規模倍に」5 月 28 日朝刊, p.29．「Ｂ―１グランプリ」の公式サイトによると、
この第二回大会の来場者数は計 25 万人という結果であった。 
６２）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2007)「魅力的なまち、京都・輪島が急浮上――民間調べ、 
札幌、２年連続１位」8 月 20 日, p.4．なおブランド総合研究所の「地域ブランド調査」
は 2006 年より毎年実施され、2009 年からは市区町村に加え都道府県に関する調査も行
われるようになった。 
６３）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2005)「チャレンジにぎわい再生（１１２）東京・浜田山メ 
インロード商店街」7 月 4 日, p.13． 
６４）『日本経済新聞』(2006)「日商、商議所と首都圏大学提携、地域振興へ仲介」11 月 20 
日夕刊, p.1． 
６５）『日経産業新聞』(2008)「全日空式『急がば回れ』、地域の宝、地元と磨く――全国に 
ＰＲ、観光に一役」4 月 21 日, p.20． 








――カルビー湖南、近畿地方で下旬発売」7 月 2 日, p.19．; 『日経ＭＪ（流通新聞）』
(2009)「コロワイド東日本、業態集約でコスト削減、２～３年で３割減へ」9 月 2 日, p.15． 
６８）『日経産業新聞』(2006)「電通、自治体や経済団体対象、地域ブランド作り支援」9 月 
7 日, p.2; 『日経ＭＪ（流通新聞）』(2006)「電通、地域ブランド提案、開発・発信の仕 
組み構築」9 月 18 日, p.4． 
６９）『日経産業新聞』(2009)「地域『ブランド化』、成功事例を紹介、電通がサイト」6 月 
29 日, p.4． 
７０）『日本経済新聞』(2009)「電通、『地域ブランド化』支援、５００万円で一括請け負い、 
自治体など向け」10 月 23 日朝刊, p.13． 
７１）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2009)「博報堂、地域おこし、企業と支援、専門部署立ち上 
げ、連携し取り組み発信」8 月 28 日, p.4． 
７２）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2005)「地域ブランドのアドバイザー、中小機構、商標登録 
後押し、弁理士など２００人派遣」7 月 22 日, p.4． 
７３）『日経産業新聞』(2005)「日本弁理士会、知財利用推進へ支援ネット開設」9 月 26 日,  
p.10． 
７４）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2007)「農水省が協議会、『地域ブランド』取得後押し―― 
 販売・加工技術、改善アドバイス」9 月 19 日, p.4．; 『日経ＭＪ（流通新聞）』(2007)「地
域ブランド協、２５９団体・個人で発足」11 月 26 日, p.4． 
７５）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2007)「地域産品、商標管理、経産省と連携――農水省、ブ 
ランド化を促進」11 月 2 日, p.4． 
７６）『日本経済新聞』(2009)「厚労省、地域雇用創出５６カ所選定」5 月 9 日朝刊, p.5． 
７７）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2006)「市町村が選ぶ『お手本』ランキング――食１位、夕 
張メロン、観光１位、由布院温泉」1 月 4 日, p.14． 
７８）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2008)「キーワードは『県』――地方を押し出す新しさ（品 
田英雄のヒットの現象学）」3 月 24 日, p.4． 
７９）『日経産業新聞』(2007)「東国原知事、トップセールス、そのまんま？出た成果―― 
真価問われる入札改革」4 月 5 日, p.24． 
８０）『日経ＭＪ（流通新聞）』(2010)「地域ブランドとは――『資源』生かし活性化（地域 
ブランドＡｔｏＺ）」7 月 5 日, p.5． 





［１］ 青木幸弘(2004)「地域ブランド構築の視点と枠組み」『商工ジャーナル』2004 年 8
月号，pp.14-17． 
渡邉 正樹 














後の課題－」『商學討究』第 61 巻,2010 年 12 月,第 2･3 合併号，pp.287-321． 
［９］ 田中道雄・濱田恵三・白石善章編(2012)『地域ブランド論』同文舘出版． 
［１０］谷本貴之(2008)「地域ブランドとそのマネジメントに関する一考察」『愛媛経済論
集』Vol.27, No.2/3, pp.57-82． 
［１１］田村正紀(2011)『ブランドの誕生』千倉書房． 
［１２］長尾雅信(2008)「地域ブランド論における主体の誘引と育成への注目」『新潟大学
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Abstract: About 15 years have passed since discussions on regional brands became 
popular in Japan due to the conjunction of the rising demand for the regional revitalization 
and independence and the development of brand research. However, there are opinions 
that the regional brand research is still in its embryonic stage and some criticize that the 
concept of regional brands itself has become ambiguous. This paper studied the social 
situations from which such “regional brands” have come about through a content analysis 
of newspaper articles. The results indicated that regional brands have rapidly grown to be 
“the key to regional revitalization” since around 2000. 
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